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GDPにおける住宅投資の寄与度が2年ぶりにプラスへ
 米国GDP（国内総生産）における住宅投資の寄与度が2年ぶりのプラス圏に。住宅ローン金利の低
下の影響が大きいとみられる。

 2019年9月の米中古住宅販売件数は市場予想を下回ったものの、中古住宅販売保留指数は改善傾向。
新築一戸建て住宅販売件数も高水準で推移しており、住宅市場は底を脱しつつあるか。

 低金利等を背景に住宅投資がさらに上向くようであれば、米国経済の押し上げ要因に。

（審査確認番号2019-TＢ298）

図表2：中古・新築一戸建て住宅販売件数の推移

図表1：米GDPにおける住宅投資の寄与度推移
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米国経済・株式市場情報
オーストラリア経済とリート市場の動向について米国住宅市場に改善の兆しも

～GDPに対する寄与度が約2年ぶりにプラス ～
 米商務省が10月30日に発表した米国の2019年
7～9月期実質GDP（速報値）は前期比年率
＋1.9％となりました。主な項目別に寄与度を見
ると、個人消費が+1.93%と最大の寄与となって
います。それ以外では、政府支出、住宅投資がプ
ラス寄与となりました。今回の米国GDPで注目
すべき点として、住宅投資の寄与度が＋0.18%と、
2017年10～12月期以来約2年ぶりのプラス寄与
となったことが挙げられます【図表1】。
住宅ローン金利の上昇等を背景として、2018年
に入ってから住宅投資の寄与度はマイナスとなっ
ていましたが、2019年7月以降のFRB（米連邦準
備制度理事会）による3回の利下げ等を背景とし
た住宅ローン金利の低下が、住宅取得者の購入意
欲を呼び起こしたものと思われます。市場では
FRBが当面の間、金利を据え置くものと予想され
ており、住宅ローン金利は大きく上昇する可能性
は低いとの見方が市場では優勢のようです。

～ 住宅販売の基調は悪いものではない ～
 全米リアルター協会（全米不動産協会）が10月
22日に発表した9月の中古住宅販売件数は、年率
換算で前月比2.2％減の538万戸となり【図表2】、
市場予想（ブルームバーグ調べの中央値）の545
万戸を下回る結果となりました。一方で、10月
29日に発表された9月中古住宅販売保留指数（売
買契約は終わっているが、引渡しが済んでいない
物件数を指数化したもの）は前月比1.5％増と市
場予想の同0.9%増を上回る高い伸びとなりまし
た。市場では、中古住宅販売保留指数は住宅市場
の先行指標と見なされており、中古住宅販売が今
後持ち直すことが期待できるとの見方もあります。
米商務省が10月24日に発表した9月の新築一戸建
て住宅販売件数は、年率換算で前月比0.7％減の
70.1万戸となり【図表2】、市場予想の70.2万戸
とほぼ一致しました。販売件数は減少したものの
依然として70万戸を超す水準を維持しており、基
調はそれほど悪くないとの報道もみられます。

～ 住宅投資が米GDPを押し上げる可能性も ～
 足元では、米中貿易摩擦等の影響から、製造業を
中心に民間設備投資や外需が伸び悩んでいます。
住宅投資は住宅購入に関わる自動車、家具や家電
製品の購入、住宅価格の上昇による資産効果を通
じた個人消費の刺激効果等を含めると、経済に与
える影響が比較的大きなものになるものと考えら
れていることから、住宅ローン金利の低下等を背
景に、さらに住宅投資上向くようなことがあれば、
堅調な個人消費と合わせて米国経済を押し上げる
効果が期待できそうです。
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